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対象の大きさを表す指標　⇒　２－①　対象指標 意図の達成度を表す指標　⇒　２－②　まちづくり指標

２　指標の推移、指標設定の根拠等

Ａ：現況値を踏まえ5年間で約2％の増加を目標値に設定
Ｂ：現況値を踏まえ5年間で約2％の増加を目標値に設定
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Ａ：住環境に関する市民の評価を示す。
　【市民アンケートの『南アルプス市は住みやすい地域だと感じますか』において、
　　「感じる」「まあまあ感じる」と回答した人の割合】
Ｂ：住宅耐震化対策の効果を示す。
　【耐震化を有する住宅数（耐震改修家屋数+S56以降建築住宅数）÷住宅総数（固定資産家屋台帳登載件数）×100】

→全体計画の投入量を記入



４　評価結果（施策の有効性評価）

① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（基本計画現況値からの推移）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

④ 住民の期待する成果水準との比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

５　まとめ（課題の抽出とその解決に向けた取り組み）

・適切に管理が行われて
いない空家等があり、防
災、環境、景観等に影響を
及ぼしている。

・南アルプス市空家等対策基本計画により
対策を講じる。

平成15年度から平成29年度までの耐震化率をみると県全体では耐震診断総数
9,426件に対し耐震改修数が481件で5.1％であった。南アルプス市は644件に対し
40件6.1％となっている。市別にみると甲府市が8.7％、韮崎市が7.9％となってい
る。県全体の平均を上回っているものの、どちらかといえば低いと判断する。他市の
市民アンケート調査結果を見ると（埼玉県吉川市　人口71,063人H29)では、住み
やすさ満足度82.9％となっていて、本市は70.6％と下回っている。

※左記の理由

他地域で震災が発生すると関心が高くなるため、耐震診断の実施に期待
する市民が多くなるが、月日がたつと関心が薄れてくる。また、耐震改修
には多額の費用を要するため進んでいない。市民が安心安全に生活が
送れるように引き続き耐震化への対応を行っていく。

・入居者には地震時の危険性について周知を行い、耐震基準を
満たしている公営住宅への転居を促す。また、既存借上げ型市営
住宅として一般の賃貸住宅を借上げ、転居先としても使用する。
退去が完了したものは、国の補助金を活用し解体撤去する。
・H31に公営住宅長寿命化計画の見直しを行うことに伴い、転居を
推進していく方策を検討する。

・空家等の発生を抑制するための情報提供や管理者等に適正管
理を促し、関係団体と連携・協力し管理不全の解消に取り組む。
・特定空き家の対応についてマニュアル化を進め、対応していく。

施策の課題
（現状の問題点）

課題を解決し、施策の実現を図るための取り組み方針

課題解決の方向性 具体的な改善策・取り組み内容

・旧建築基準で建設した市
営住宅に入居している市
民がいる。
・参考
市営住宅31団地、642戸。
S55年以前の住宅が21団
地499戸内306戸に入居し
ている。S５６年以降の住宅
が12団地143戸内111戸に
入居している。

・市営住宅は、耐用年数を超過した建物と
旧耐震基準で建設した市営住宅があるの
で、耐震基準を満たした公営住宅に転居を
促す。

・地震発生時に倒壊する
恐れのある住宅に住んで
いる。

・地震発生時、建築物が倒
壊し緊急輸送路等の避難
路沿道を塞ぐ恐れのある
建築物がある。

・耐震基準を満たしていない住宅に住んで
いる市民に対し、危険性と耐震化について
説明する。
・緊急輸送路等の避難路沿道にある建築
物の耐震診断、耐震改修を実施し、避難路
の確保を図る。

・耐震化の必要性と補助制度の周知をHPや広報誌及び各戸を訪
問するローラー作戦により行う。
・旧耐震基準で建築された家屋に対し補助制度を説明し、耐震診
断や耐震改修を促し、市民が安全に生活が送れるよう、住宅の耐
震化への対応を行う。
・避難路沿道の対象建築物の所有者に耐震化の必要性を説明す
る。
・対象となる建築物は比較的大きく、多額の費用が掛かることから
手厚い補助制度を説明し実施を促す。

※左記の理由

市民アンケートの調査結果は、目標値より0.4ポイント下回り、70.6％の市
民が住みやすいと感じている。住みやすさを感じていない市民は、昨年
度より1.8ポイント減少した。また、住宅の耐震化については目標値より2.5
ポイント上回っている。

※左記の理由

市民アンケートの「住みやすい地域だと感じますか」について現況値と比
べると横ばい状態である。また、耐震化については年間300棟程度新築さ
れており耐震改修が伸び悩んでいるため、現況値との比較よりも進んでい
ない。

※左記の理由


